
平成１５年度
税制改正要望項目

平成１４年８月

金　　融　　庁



目　　　次

１．証券市場の改革を促進する税制
　（１）個人投資家の証券市場への参入を促進するための税制
　　①ETF等株式投信に係る優遇税制の導入及び損益通算範囲の拡大
　　②株式投資に係る現行の優遇税制等の拡充
　　③配当課税の軽減・簡素化
　　④特定口座の改善
　（２）証券市場における円滑な取引の確保を図るための税制
　　①公社債利子に係る源泉徴収制度の改善（いわゆる課税玉・非課税玉問題の解決）
　　②証券決済システム改革に伴う税制の整備
　（３）世代間の資産移転を促進するための税制

２．金融システムの安定化を促進する税制
　（１）合併等の経営判断を支援するための税制
　（２）不良債権の処理に係る環境を整備するための税制
　　①欠損金の繰越期間の延長等
　　②協定銀行・承継保険会社が不動産を取得する場合における不動産取得税等の特例措置
　（３）法人事業税に係る外形標準課税の見直し

３．保険等に係る要望事項

基本的考え方



１

基本的考え方

１．証券市場の改革を促進する税制

　これまで我が国の金融は、銀行を経由する間接金融に大きな比重を置いてきた。　　　　
　しかしながら、起業、創業を支え、経済のダイナミズムを取り戻すとともに、家計が保有す
る金融資産を多様化させるためには、直接金融へのシフトが必要不可欠。　　　　　　　　　　
　こうした観点を踏まえ、以下の税制上の措置を要望する。

（１）　個人投資家の証券市場への参入を促進するための税制

（２）　証券市場における円滑な取引の確保を図るための税制　等

２．金融システムの安定化を促進する税制

　我が国経済の再生のためには、安定的な金融システムを通じて資源が効率的に配分
されることが必要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　そのため、不良債権問題を早期に解決するとともに、金融機関の収益性の改善等経営
基盤の強化により、安定的な金融システムを構築することが必要不可欠。　　　　　　　　　
　こうした観点を踏まえ、以下の税制上の措置を要望する。

（２）　不良債権の処理に係る環境を整備するための税制　等

（１）　合併等の経営判断を支援するための税制

・預貯金中心の貯蓄優遇から株式・投信などへの投資優遇への金融のあり方の転換を踏まえた直接金融へのシフト　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」（平成１４年６月２５日、閣議決定）

・今後の我が国金融システムをより強固なものとするため、その担い手である金融機関について、収益性の改善等により経営基
　盤を一層強化するとともに中小企業金融の円滑化を図るため、主として地域金融機関を念頭において、合併促進を中心とした　
　施策を早急に検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｢より強固な金融システムの構築に向けた施策｣（平成１４年４月１２日、金融庁）



（１）個人投資家の証券市場への参入を促進するための税制

①　ＥＴＦ等株式投信に係る優遇税制の導入及び損益通算範囲の拡大①　ＥＴＦ等株式投信に係る優遇税制の導入及び損益通算範囲の拡大（所得税・個人住民税）

　

　　（譲渡益　―　１００万円）　×１０％　＝　納税額
　　　　　　　　　　　

　　{譲渡益　―　（１００万円＋１００万円）}　×１０％　＝　納税額　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

株式

ETF

株式投信

株式先物・オプション

損
益
通
算現状では

損益通算
不可

　　株式並み課税

○　個人投資家が利用しやすい金融商品であるＥＴＦ等の株式投資信託（株式組入比率の高いも

　の、以下同じ）について、現行の長期保有特別控除枠（１００万円）に加え、新たに１００万円の　

　控除枠を設ける。　

○　株式投資信託や株式先物・オプション等のリスク商品について、株式との損益通算を可能と

　するとともに、株式並みの申告分離課税（２０%）、株式に係る優遇税制を適用する。　　

現行

（１年超保有）

（１年超保有）

（優遇税率）

（優遇税率）

２

要望 ・・・・現行の｢一般枠｣に加え、ＥＴＦ等株式投信の譲渡益を対象とした｢ETF等株式投信枠｣を新設

（一般枠） （ＥＴＦ等株式投信枠）

１．証券市場の改革を促進する税制

・申告分離課税（２０％）

・長期保有に係る優遇税制

・緊急投資優遇措置
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日本
（２００１年１２月末）
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（２００１年１２月末）

ドイツ
（２０００年１２月末）

個人金融資産の保有構成に見る
日・米・独の比較

（参考１）

３



8

各種金融商品に係る課税関係

総合課税（雑所得）・・・１０～５０％
　株式先物　・　オプション

　株式投信（株式組入率低）

　　公社債投信

　　　預　　　金

　　Ｅ　Ｔ　Ｆ

株式投信（株式組入率高）

　
　
　
投
　
資
　
信
　
託

　　　　株　　　　　　式

〔株式との損益通算なし、優遇税制なし〕

株式並み課税（譲渡・配当所得）　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　・・・申告分離２０％
〔損益通算あり、優遇税制あり〕

株式を中心とした　
リスク商品につい
ては一元的な課税
が適当

利子並み課税（配当・利子所得）

〔株式との損益通算なし、優遇税制なし〕

リ
ス
ク

高

低

金銭信託・貸付信託

・・・源泉分離２０％

（参考２）

４



②　株式投資に係る現行の優遇税制等の拡充②　株式投資に係る現行の優遇税制等の拡充（所得税・個人住民税）　

　　個人投資家の株式市場への参入を一層促進するために、株式投資に係る現行の優遇税制等を
　　拡充する。
　　　
　　○　長期（１年超）保有上場株式等に係る暫定税率（１０％）及び特別控除（１００万円）について、
　　　　現行の適用期限を７年延長し、１０年間とする（平成１７年まで→２４年まで）。
　　○　緊急投資優遇措置を１年更新する。
　　○　株式の譲渡損失の繰越控除期間を延長する（３→５年）。

　
　
　
株
式
等
譲
渡
益
課
税 うち

１年超
保有

１００万円
特別控除

（１年超保有）

緊急投資
優遇措置

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 ～平成２４年

税率１０％

税率原則２０％

平成１３年 平成１８年 平成１９年

～３月末

源泉分離

１０月～

１１/３０ （購入）

（購入価額1,000万円ま
で）

（保有）
売却・非課税

平成２０年

売却・非課税
（保有）（購入）

１年更新

７　年　延　長

１４年末

５

申告分離

税率２６％

例えば、平成１５年に株式を取得した者が、優遇税制
の適用を受けようとすると、１年超の保有が要件とされ
ているため、優遇税制が適用される売却可能期間は　
１年余りしかなく、個人投資家にとっての魅力が小さい。



主要国の株式譲渡益課税制度の概要

　年間譲渡総額が7650　
ユーロ以下であれば免税
　（恒久的）

　一定のものを除き非課税
（投機売買については、１暦
年512ユーロ未満の場合は
免税）　　　　　　　　　　　　　
　（恒久的）

　年間のキャピタル・ゲイン
のうち7500ポンドまでは非
課税　　　　　　　　　　　　　
　また、３年以上保有の場
合、軽減措置あり　　　　　
　（恒久的）

　12ヶ月超保有の場合、10％
（５年超保有の場合は８％）ま
たは20％の税率で課税＋地
方税 　　　　　　　　　　　　　　　
（恒久的）

優遇措
置等

　26％　一定のものを除き非課税
（投機売買については、　　
20.0～48.5％＋連帯付加
税）

　キャピタル・ゲインを他の
所得に上積みした場合の
所得税の税率ブラケット
（10%、22%、40%）に応じ
て、10%、20%、40%の税
率で課税

　10～38.6％＋地方税

　
税率

　申告分離課税　一定のものを除き非課税

（投機売買（保有期間12ヶ
月以下の株式）により生じた
もの等については総合課税）

　総合課税　総合課税課税の

原則

フランスドイツイギリスアメリカ項目

（政府税制調査会資料等を参考に作成）

　繰越し可（5年）　繰越し不可　繰越し可（期間限度なし）　繰越し可（期間限度なし）損失の
繰越し

　有価証券のキャピタル・
ゲインからのみ控除可

　原則控除不可　　　　　　
（投機売買によるキャピタル・
ロスは、その年の投機売買
による所得からのみ控除可）

　キャピタル・ゲインからの
み控除可

　純キャピタル・ロスは、毎年
3000ドル又は他の所得の小さ
い方を上限として、他の所得
から控除可

譲渡損
失の取
扱い

（参考３）

（備考）１ドル＝１２２円、１ポンド＝１７４円、１ユーロ＝１０８円（基準外国為替相場及び裁定外国為替相場：平成１３年６月から１１月までの
　　　　実勢為替相場の平均値）。 ６



③　配当課税の軽減・簡素化③　配当課税の軽減・簡素化（所得税・個人住民税）

○　個人投資家が株式等を「保有」するメリットを高める観点も踏まえ、配当課税を軽減・簡素化する。
　　　　・配当課税の申告不要限度額を引き上げる。

　　　　・配当控除を拡充する。

　　　

　　　

配当控除の拡充

申告不要限度額の引上げ

現行

　１回の支払配当の金額が２５万円
（年１回５０万円）以上のもの

　１回の支払配当の金額が２５万円
（年１回５０万円）未満のもの

　一回の支払い配当の金額が５万
円（年１回１０万円）以下のもの

　　　　　　

確定申告不要
（20％の源泉徴収）

源泉分離選択
課税（35％の
源泉徴収）

総合課税

非課税

現行

所得税 住民税 所得税 住民税

総合課税

確定申告不要
（20％の源泉徴収）

非課税

要望

総合課税
（20％の

源泉徴収）

配当所得の
　　５％（所得税）

　　1.4％（住民税）　　　
　

を控除

配当所得の
　　10％（所得税）

　　2.8％（住民税）　　　
　

を控除

要望

配当所得の
　　５％（所得税）

　　1.4％（住民税）　　　
　

を控除

配当所得の
　　10％（所得税）

　　2.8％（住民税）　　　
　

を控除課税総所得
1,000万円

課税総所得
2,000万円・現行の配当控除の計算方式

は昭和48年から据え置き。　　

・当時と比べて物価・所得水準
が約２倍となっていること等に
鑑み、見直しが必要。

総合課税
（20％の源泉徴収）

総合課税
（20％の源泉徴収）

７

年間　　
　５０万円

年間　　
　１０万円



④　特定口座の改善④　特定口座の改善（所得税・個人住民税）　

○　申告分離一本化に伴い個人投資家の納税に係る負担を軽減する観点から設けられた特定　　
　口座について、対象商品を拡大するなど、その制度を改善する。

（２）証券市場における円滑な取引の確保を図るための税制

①　公社債利子に係る源泉徴収制度の改善（いわゆる課税玉・非課税玉問題の解決）①　公社債利子に係る源泉徴収制度の改善（いわゆる課税玉・非課税玉問題の解決）
　（所得税、法人住民税）

○　一般事業法人が受け取る公社債利子について、金融機関と同様に、源泉徴収を免除する。

金融機関 金融機関
公
社
債

一般事業法人 一般事業法人
公
社
債

非課税玉

課税玉

・公社債利子の課税に係る源泉徴収については、
金融機関と一般事業法人が異なる取り扱いをさ
れていることから、公社債市場は金融機関向け
と一般事業法人向けの二つに分断されている
（いわゆる課税玉・非課税玉問題）。

・本問題を解決するため、今般実施される証券
決済システム改革等に合わせて、公社債利子に
係る源泉徴収制度の改善を図る。

流通困難

８

市場の分断

・　株式、ＥＴＦ等に加え、株式投資信託や株式先物・オプションを追加する。　



②　証券決済システム改革に伴う税制の整備②　証券決済システム改革に伴う税制の整備（所得税、法人税・法人住民税）

○　証券決済システム改革の実施に伴い、関連する税制を整備する。
　・　証券決済システム改革に伴い発足する清算機関について、公社債利子の源泉徴収を免除する。

　・　投資者保護制度である加入者保護信託について、支払われる負担金を損金扱いとするなど、他の投資者

　　保護制度等と同様の措置を講じる。

Ｘ

ＷＺ

Ｙ

清算
機関

・　新たな証券決済システムの下では、債券の受け渡しが清算機関を介し

　て行われるため、清算機関について、公社債利子の源泉徴収が免除さ

　れない場合には、非課税玉が課税玉になってしまう事態も想定され、決

　済システムが機能しなくなるおそれ。

（３）世代間の資産移転を促進する税制（贈与税）

　
　
　・世代間の資産移転を促進するとともに、証券市場の活性化を図る観点から、親子間等の株式等投資資金の
　贈与について、住宅取得資金の贈与に係る特例と同様の優遇措置を講じる。

○　親子間又は親孫間で株式等投資に必要な資金を贈与する場合における贈与税を軽減する。

　　

９

（注）　親子間等における住宅取得資金の贈与については、贈与税の特例として、１５００万円を限度に５分５乗方式
　　　（最大５５０万円が非課税）が適用されている。



（１）合併等の経営判断を支援するための税制

　　　金融システムをより強固なものとする観点から、合併等を通じた経営基盤の強化に向けた計画を
策定し、主務大臣の認定を受けた金融機関を対象に税負担を軽減することにより、合併等の円滑
化を図る。

①　商業登記・不動産登記に係る登録免許税の減免①　商業登記・不動産登記に係る登録免許税の減免（登録免許税）

○　合併等の費用を軽減するため、増資や所有権・（根）抵当権の移転に伴う商業登記・不動産　

　登記に係る登録免許税を軽減・免除する。

本則

要望（特例）

商業登記 不動産登記

会社設立
増資

（合併・分割）

会社設立
増資

所有権移転
（合併）

所有権移転
（その他）

（根）抵当権
移転

（合併）

（根）抵当権
移転

（営業譲渡）

（根）抵当権
移転

（分割）

0.15% 0.7% 0.6% 5.0% 0.1% 0.2% 0.2%

0.10% 0.15% 0.3% 3.5% 非課税

１０

２．金融システムの安定化を促進する税制

産業再生法に同様の軽減措置あり

（注）　（根）抵当権の移転については、産業再生法上は減免措置が規定されていないが、金融機関の特殊性に鑑み、
　　　　今回、非課税措置を要望。



②　新規システム投資に対する償却の特例②　新規システム投資に対する償却の特例（法人税）

　
③　合併等に伴う資産の引継コストを軽減するための措置③　合併等に伴う資産の引継コストを軽減するための措置（法人税）

○　合併等に伴い必要となるシステム投資について、３０％の特別償却を認める。

○　合併等について、当事者間の事業規模の違いにかかわらず、適格合併等として、税務上の簿
　価引継ぎなどを認める。

○　連結納税グループへ新規に参加する際における、加入銀行の資産の簿価引継ぎを認める。　
　

（原則）　　　　　　　　　　　　　

　含み損を抱えた法人を加入させる
ことによる租税回避を防止

　＝時価評価

（原則）

合併会社と被合併会社の事業規模が
概ね５：１以内の場合は適格合併として、
簿価引継ぎが認められるが、それ以上
の場合は時価評価

合併
会社

被
合
併
会
社

持
株
会
社

Ａ銀行

Ｂ証券

連結納税グループ

Ｃ銀行
時価評価

認定を行った合併や連
結納税グループへの
参加については、簿価
引継ぎを容認すること
により、合併等に係る
コストを軽減

（例）

１１

・初年度に、普通償却限度額と特別償却限度額（３０％）の合計額までの償却が可能となる。



（２）不良債権の処理に係る環境を整備するための税制

　　　我が国経済再生のためには、不良債権の早期処理が不可欠であり、経済構造改革の一環であ
る不良債権処理が円滑に進むよう、税制上の手当てを講じる。

○　欠損金の繰越期間を延長する（５→１０年）。

○　欠損金の繰戻還付の凍結（平成４年から）を解除するとともに、繰戻期間を延長する（１→２年）。

・企業再生や不良債権処理の一層の進展に伴い、現在有税で引き当てられている不良債権が、税務上の欠損金と
して現れてくることとなるが、不良債権の円滑な処理のためには、十分な繰越期間が必要。

・諸外国と比較した場合、我が国の欠損金の扱いは、繰越・繰戻ともに明らかに不利な扱いとなっている。

欠損金の繰越控除・繰戻還付に係る取り扱い（国際比較）

国名

繰越控除期間

繰戻還付期間 １年（凍結中） ２年 １年 １年

５年

３年

２０年 無期限 無期限 ５年

フランスドイツイギリスアメリカ日　本

１２

①欠損金の繰越期間の延長等（法人税・法人住民税）

・長期間にわたり損益を通算できることは、中長期的な観点から将来を見据えた企業経営を行う上で、非常に重要。



②　協定銀行・承継保険会社が不動産を取得する場合における不動産取得税等の特例措置
　（不動産取得税、特別土地保有税）

○　協定銀行（ＲＣＣ）が、破綻金融機関等の保有する不動産を買い取る際の不動産取得税・特別土
　地保有税の非課税措置を延長する。

○　承継保険会社が、破綻保険会社から不動産を取得する場合における不動産取得税・特別土地保
　有税の非課税措置を恒久化する。

破綻

金融機関

承継銀行
（ブリッジバンク）

債　務　者

民間保険会社
承継保険会社

（ブリッジカンパニー）

協定銀行
（整理回収機構：ＲＣＣ）

破綻

保険会社

（不
動
産
）

（不
動
産
）

民間金融機関

資産の回収

　再譲渡　

再移転

営業譲渡

（不動産）
非課税　
（恒久措置）

資産の買取り（不動産）

非課税措
置（延長）

保険契約の移転

（不動産）
非課税措
置（恒久化）

資産の買取り

非課税措
置（延長）　

資産の買取り

非課税措
置（延長）　

（不動産）

（不動産）課税

課税

１３

非課税措
置（延長）



１４

（３）法人事業税に係る外形標準課税の見直し（法人事業税）

○　法人事業税の課税標準として、総務省案で導入されることとされている「資本割」について見直し

　を行う。

　所得基準：外形基準

１：１

　所得基準：外形基準

１：１

税率　　　　　　
０．６６％

税率　　　　　　
０．４８％

　所
得
に
よ
る
課
税

現行

税率　　　　　　
９．６％

旧自治省案

　所
得
に
よ
る
課
税

　
事
業
規
模
額
（付
加

価
値
額
）に
よ
る
課
税

税率　　　　　　
４．８％

税率　　　　　　
大法人　　　　
　１．６％　　　
中法人　　　　
　１．０％

　
所
得
割
　
３

総務省案

　
付
加
価
値
割

２

　
資
本
割

　
　
１税率　　　　　　

４．８％

　・金融業は法令上自己資本の充実が求められており、｢資本割｣（＝資本金に対する課税）の導入にあたっては、当該
　　自己資本充実の要請との間の関係を整理する必要。

　・資本金の多寡は、業種の特性によって大きく異なり、導入にあたっては課税の公平性の観点からの検討も必要。



３．保険等に係る要望事項
・　生命保険料及び個人保険年金料の所得控除限度額の引上げ（所得税・個人住民税）

・　受取配当益金不算入制度に係る特定利子取り扱い等の見直し（法人税・法人住民税）

・　医療、介護、年金等の社会保障制度を補完する商品に係る保険料控除制度の創設（所得税・個人住民税）

・　地震保険に係る保険料控除制度の創設（所得税・個人住民税）

・　自賠責保険の運用益等に係る責任準備金の非課税化（法人税・法人住民税）

・　火災保険等に係る異常危険準備金の積立率の引上げ（法人税・法人住民税）

・　船主責任相互保険における異常危険準備金の積立率の引上げ（法人税・法人住民税・法人事業税）

・　死亡保険金の相続税非課税限度額の引上げ（相続税）

・　企業年金制度等の積立金に係る特別法人税の撤廃（法人税・法人住民税）

・　確定拠出年金制度の拠出限度額の引上げ（法人税・法人住民税、所得税）

・　適格合併に係る株式継続保有要件の緩和（法人税）

・　連結付加税の撤廃（法人税）

・　外国税額控除の控除余裕額及び限度超過額の繰越期間の延長（法人税・法人住民税）

・　外国税額控除に係る間接税額控除対象の孫会社から曾孫会社までの拡大（法人税・法人住民税）
・　協同組織金融機関等に係る貸倒引当金の特例措置の延長（法人税）
・　特定口座内で譲渡損が発生した場合における源泉徴収額の計算方法等の改善（所得税）
・　源泉徴収を選択した特定口座に係る株式等について、緊急投資優遇措置の適用を可能とすること（所得税・個人　
　住民税）
・　株式分割等に係る印紙税の非課税措置の延長（印紙税）

・　株式分割等に係る印紙税の非課税措置の優先出資への適用（印紙税）

・　非居住者等の受け取る振替社債等の利子に係る非課税制度の創設（所得税、法人税）

・　信託を利用した世代間資産の移転を促進する税制の導入（相続税、贈与税）

・　総合運用信託による課税の簡素化（所得税・個人住民税）

・　ＳＰＣ等の不動産取得に係る不動産取得税について軽減措置の延長、特別土地保有税について非課税措置の延

　長（不動産取得税、特別土地保有税） １５


